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Summary 

In this study， we investigate the adjustment of business minds of small-scale forest owners (of less than 50 hectares) from 

the end of the war to the present day， using a questionnaire on forest management. The result of the study proves that family 

forestry is eftectively realized through farm-forestry management or personal forestry. Forest owners coordinate times of wood 

production and farm production. Also， we prove that those engaged in personal forestry have recently slarled regeneration 

cutting 
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1. 序論

1 .1 研究の居的

我がi主!の人工林は成熟期を迎えている。しかしながら.

森林所有者は人工林経営について意欲的で、ないとする見方

が支配的である。 2009年に制定された森林・林業再生プラ

ンでは.森林所有者の林業経営に対する立W:の{止さ.森林
所有者による人二仁林の f無秩序な伐採や造林未済地の発

生J'を指摘しておりー「保有規模が小さい林家ほど.

に文、j する m~fJ:は{氏い傾向にあるfと述べている。

しかし人工林の成熟と共に素材生産設をよ151かfIさせてい

る地域もTi{t[認されている。たとえば，南九州(大分，熊本，

宮崎，鹿児島4県)における1980年以降の素材生産の進i廷

には尽を見張るものがある二その背景には1:1:1小規模森林

所有者による自営的な素材生産が行われていることがわ

かっている。特に宮崎県諸塚村ーや大分県佐伯市では f総

額大の農地ゃシイタケ十茶などの複合計家J4が営まれ，

「これに伐採部門(間伐材中心)が組み込まれJ5ているの

である。つまり，人工林が成熟する段階において，様々な

社会事'l'I'jの変化(たとえば，木材価格のTi~さや外材の輸入

の増加)があったにもかかわらず.林業経営への，な欲を低

下させず維持し絞けている所有者がいるということであ

る。たとえ.これらの事例が氷山の-flJであったとしても.

我がl主!の林業経営を考える上ではijとして見逃しではなら

ず¥彼らの存在を無視した議論は彼らによる

統を危ぶむ恐れがある。

以上ーを踏まえて，本研究では大分県1ti11'1 fiTを事例とし

て，中小規模森林所有者(保有森林部積5~50ha の森本1 所

の林業経営に対する;志向(経営マインド)の変化と

現状を捉え.以下の項尽について怒玉虫し考祭を行う。

我が国の民有林における中小規模森林所有名ーによ

る林業経営の展開

寄1:1叶、焼綴森林所有者ーによる林業経営の存続条件および今

後の展望

論文の構成は以下の通りである。まず始めに，我がi主iの
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林業の展開と中小規模森林所有者との関係性を，当時の経

営マインドと共に整理していく 。その際，戦後から現在ま

でを3つの時期にわけで，各主主に振り分けた。その時期区

分を以下に示す。

第l期:人工林の造成期(終戦から1960年代まで)

第2期 :人工林の間伐期 ( 1970年代~ 1990年代)

第3期 :人工林の主伐NJ(2000年代~現在)

本稿の2章で第l期について， 3i詳で第2期および第3期初

頭について述べる。この2つの章で我が国の林業の展開と

中小規模森林所有者との関連性を整理した後，本稿の5章

および6主主では今回の調査地である大分県佐伯市に焦点を

絞って林業の展開および経営マインドの変化と現状を整理

する。そして.本稿の7では総括として中小規模森林所有

者による林業経営の存続条件および今後の展望を考察す

る。

1.2 研究方法

我が国の林業の展開と中小規模森林所有者および経営マ

インドの変化は先行研究および統計資料を用いて整理し

た。経営マインドの現状については以下のように段階的に

調査および分析を行った。各調査の方法については各章で

詳細を述べることとする。

①佐伯広域森林組合の組合員へ林業経営に関するアンケー

ト調査 (配布式)

②回答者の経営マインドを分析しタイプ分け

③分析結果から本研究に該当する中小規模森林所有者を選

定し林業収入に関する面接調査

1.3 経営マインドの概念

本稿で用いる「経営マインド」とは所有者が抱く“地代

形成への考え方"を指している。すなわち.“所有してい

る人工林を伐採することによって所有者はどれほどの収入

を期待しているか"“立木収入への意向あるいは伐採性

向"という意味で捉えて頂きたい。

2. 戦後の拡大造林と中小規模森林所有者

2.1 人工造林の展開

人工造林の展開について話をする前に，少しだけ時間を

遡り.戦時体制における我が国の木材需給と人工造林につ

いて振り返る。衆知の通り，我が国のijiJ(時体制は1937年7

月の日中戦争勃発から 1945年8月15日の終戦宣告までであ

る。1937年9月には輸出入品等|臨時措置法によって木材 (米

材・南洋材)に輸入制限が掛けられ.木材輸入量はl年間

で320万m3(37年値)から 170万m3(38年値)へと半減した。
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図l 国民有林別人工造林実績の推移

一方で.国内の森林資源は軍用資源として需要を除々に高

め. 1937年から1939年の2年間で450万 m3増加した。こう

した，供給の減少と需要の増加のミスマッチのため.森林

伐採面積は1937年以降，年々増加し， 1943年には戦時体制

下で最多の84万4千 ha/年 (37年時の2倍)に達していた。

政府は国民に伐採跡地の造林を促すために， 1941年に造林

奨励規則 (1929年)を改正し，伐採跡地への造林に補助を

与えた。しかし当時は造林に回すほどの労働力や資材が

余っている状態ではなく 造林が活発に行われることはな

かった8。その後， 1944年には林業振興補助規則 (1943年)

が改正され，造林への補助率が引き上げられたが，これも

実効性がなかった9。さらに1945年には戦時森林資源造成

法が制定されたが，施行されないまま敗戦を迎えた。つま

り，我が固における戦後の森林資源政策は，伐採が行われ

たまま放置されている「造林未済地」への造林という課題

を解決すると ころから始まるのである。

では，戦後から人工造林への意欲が低下していく 1970年

代前半までをみていこう。図lはこの時期の国有林 ・民有

林別に見た人工造林面積の推移である。また，表lは同時

期の森林資源造成政策の展開をまとめたものである。

今泉はこの時期の人工造林について， 目的の遠いから次

のような時期区分を行った。 「①終戦~1955年頃:荒廃し

た森林の復旧②1950年代後半~1970年代頃:森林生産力の

増強 (拡大造林，団地造林の推進)J 10。彼の考えを踏まえ

た上で， 1960年代後半からの人工造林の停滞あるいは衰退

を踏まえると， 3つに時期区分できる。

①終戦~1955年頃(荒廃した森林の復旧)

②1950年代後半~ 1960年代後半(森林生産力の増強)

③1960年代後半~ 1 970年前半(人工造林の停滞 ・ 衰退)

図lにこの3つの時期区分を点線で示した。①の時期は

1947年，49年，50年に造林面積の飛躍的な伸びが見られる。

これは， 1946年から，造林が公共事業に組み込まれ補助造

林が強化されたことと， 1950年の造林臨時措置法で「知事

が指定する要造林地について 林地所有者は法の施行後5
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1<1 戦後から1970ir:代前半における森林資源政策の段Il司

年以内に造林しなければならず¥ もしできない場合には，

し分収造林契約を行わせることがで

きる， という…いわば¥強ililJ的に造林を進めさせようとし

たことによるものであった。さらに.木材需裂の急増

および木材側終の急!跨によって造林の意欲がおまったこと

によって， 19541Fには人工:iilt*本両が43万haでどークを

迎えた。②の時期には燃料水命による薪炭材の生産減少ー

ならび、に!?fj度経済成長による木材fjd妥， とくに紙パルプ材

の需要土台加により天然林の伐採が進行し広葉樹から

樹へと林穏転換を伴う造林(拡大造林)が進行したc その

結采，拡大j主将'0必績は1961:¥1':に31万haでどークをj!l!えて

いる。また， 1956年に設立された森林開発公開は伊丹大し

た木材需要の緩和と国内森然資源の積極的な造成をl'glるた

め，災地開発林地;;i?の林道を整備する !=J的で， 1958"1'-

の分)1)[造林特別措i投法は「自力では造林のなものにつ

いて，土地所有者以外の者の資金や経営技術を導入して，

その収援を分)1又する形式の造林J13を行う目的で制定され

てお札拡大造林がLLIの奥地にまで張緩(Jなに行われてい

た。その後， 1964年に林業法本法が制定され造林の主体で

あった家族経営]'I(]林業への林業構造改務卒業による資本投

資が行われたので、ある。@の時期に入ると，外材の流入に

よる医i産材需姿の減少・労働力の不足により人工造材、は停

滞ならびに減少していく。 1967年の団地造林事業では， と

くに造林瓶積が減少していた低開発広葉樹林地';i?に対して

120ha以上の凶泌を形成するための造林(円近林は含まな

;0，'1'1;( . U的

い)及びこれにi討;:1;=する作業路の開設を促進 1"したので

あるが，造林fIfifi'tI!{flT-びfi;怜討することはなかった。その後，

1968年， 1974{Fの森林法改正によって森林施業百l'jiijjililJ告な

らびにi現地共Ii1J施業主1'i1liiílìlJI支が導入され，森林所有者の I~I

発的な伐採やおIf.栽，あるいは小規模な森林所有者がまとま

りを持って行う施主さをi蒜導する仕組みがIH来たが， 1970年

代以降，人工与がTq:びj:i羽IIすることはなかった。

2.2， よる インド

では，人工造林の炭IJfJの担い手について話を移すことに

しよう。:;j三干ぬでは保有あるい

本記111規模森林所有者(以下，零細川i存者)， 5~50ha 貯を

ゆ小規模森林所;釘者(以下， 1:1:1小規模所有者)， 50ha 以 i二

府を大規模森林所有者(以1仁大規模所有者)と定義して

i訴を進める。

iまれからもわかるように，我が1mの人工法終は私有林を

中心に行われたO つまり， ;こ人 [J立

林へ取り組んでいた。表2は所有'jjJî干1'(別人工;若林田和の:j(i~

移である。また， I立12'立去2をもとにFrrギTTffi稲のi即時ごとに

の:tt主移を示したものである。表2および1~12から，

所有者による人工造林がおよそ5説， 11'1小筑後所有者がお

よそ3訴をしめており， 1戦後わがi主!の人工造林において，

小波模層 (50ha未満}汚)の来たした役割はきわめておかっ

たJ15と評flUiすることができる 3 さらに細かく見ていくと，

零細所有者と中小競模所布者では推移の違いがみられる。
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表2 林野所有別面積階層別人工造林面積 年にかけての林家数の増減と経営耕地面積規模の関連性に

(単位。 ha， %) 

階層 別 1949年 50 5 1 52 53 

lI! 
5ha未揃 77，321 132，954 140，119 140，1師 162，318 
5-印ha 45，946 58，制 66，1包 82，614 83，8ω 
50ha以上 15，7剖 20，011 26，331 24，7お 29，175 

司自
計 139，057 211，401 232，612 247，515 275，353 

比
5ha来構 お.6 臼ι 回3 56.6 59.0 

5-印ha お0 27.7 28.4 お4 30.4 

切回以上 11. 4 9.5 11.3 10.0 10.6 
串

針 1∞o 1∞o l∞.0 l∞o 1∞o 
E 単位は.町であるがhaにさ重み・えている
幽所 員林省統計調査11rlll和由年If 1弘場写体調'E結集阪要」よ9作成

階層別 1961年度 62 63 64 

lha未満 52，747 50.間通 34，521 33，386 
実 1-5ha 70，8田 匝.350 関，5羽 58，110 
5-2Oh. 67，252 65，914 制，117 白，358
初~回M 32，415 28，世史9 お，576 29，471 

数
関回以上 笥，拍8 47，616 45，468 49，401 
計 278，762 Z品8，お7 237，220 234，726 

lha未満 18.9 19.3 14.6 14.2 
比 1-5ha お4 お6 26.8 24.8 

5-20ha 24.1 25.6 27.0 27.4 

20-ωha 11.6 11.2 12.5 12.6 

ヨド 50ha以上 19.9 18.4 19.2 21.0 

計 l∞o I∞o 1∞o l∞o 
幽塀「林泰白・ 昭和41年度Jょう作風

1967年度 68 69 7 0 7 1 72 

面
lha ~~泌 13.7 12.5 10.9 10.3 11. 3 10.3 

1--5ha 38.3 33.9 34.7 33.2 34.3 27.8 

5-20ha 43.5 38.2 40.0 42.0 41. 4 29.7 

議 20-印ha 18.5 16.8 18.2 12.0 

出千
5O-100h. 7.8 8.3 8.7 9.1 I 8.5 4.9 

1∞ha以上 14.4 13.3 14.7 13.8 I 13.7 11. 7 

n 136.2 123.1 127.1 127.1 I 127.0 96. ， 
比
lha未満 10.0 10.2 10.7 

1--5ha 28.1 27.5 27. 3 I 26. 1 I 27.0 28.8 

5-20ha 32.0 31.0 初ι
20-50h. 13.6 13.6 14.3 14.9 I 14.1 12.4 

車
関 -1∞ha 5.7 6.7 6.8 I 7.2 I 6.7 5.1 

% 戸守主 10.6 10.8 11.6 10.9 I 10.8 12.1 

l田口 11∞o l∞o 1 100.0 ! 1凹 O 100.0 
乱 .tffi5入のため.合計'_ー欽しfμ こと もある
t也市祢!flj 辺!>l'H!業務\"i~J iこ主る

100% 
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54 

179，387 
1ll，767 
38，395 
329，臼9

54.5 

33.9 

11. 6 

1∞o 

6 5 

27，臼1
回，2田
58，臼2
28，545 
45，2ω 
212.147 

13.0 

24.6 

27.6 

13.5 

21. 3 
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7 3 

8.1 

認。2

24.5 

9.7 
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9.7 
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10.4 

28.6 

31. 5 

12.5 
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12.5 
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・ 5ha未満 回 5~50ha _ 50ha以上

図2 所有面積階層別人工造林面積の割合

零細所有者では造林面積の減少率が他層よりも高く， 70年

代始めには全体の3割強まで落ち込んで、いる。一方で，中

小規模所有者は1950年代の3割から1960年代中盤から4割へ

と増加しその後停滞している。飯田氏はこの推移につい

て 「五0年代後半において，造林は五 ha未満層から五~

三oha層へ主役をかえ，さらに七O年には三oha以上へ
と移行して J'6いるとまと めた。 さ ら に ， 氏は 1960年~70

着目し (表3)，次のように述べた。「林家数が増加した部

分をよくみると，耕地面積0・五 ha未満で山林保有面積

五~ーOOha層の第一グループと，耕地面積一・五~二

haで山林保有面積五~五oha，および耕地面積二 ha層で
山林保有面積五~-OO haの第二グループに区分できる

点である。これは，第一グループが下向分解によって増加

したと推定できるのに対し第二グループは上向発展の結

果を示すとみなし得るからであるJ'¥つまり ，1960年代

に零細規模所有者数が減少する一方で，中小規模所有者数

が増加しているのであるが，それは農業経営規模の縮小に

よるもの (第一グループ)と拡大によるもの (第二グルー

プ)の2つのタイプが見られたのである。しかし氏は人

工造林を担った中小規模所有者層がどちらのグループに属

するのかについては明確ではないと述べている。

一方. 黒田らは 「下層林家ほど賃労働者化が早く進行し

たことにあるJ'8と述べている。賃労働化とは当時の経済

成長に伴う山村から都市部への就業場所の変化.すなわち

山村部の人口流出を指している。黒田らは自家労働力への

依存度が高い零細規模所有者は人口流出による労働力の減

少の影響を早期に受け.造林意欲を低下せざるを得なかっ

たことを指摘した。表4は1960年センサスより所有面積階

層別の造林に関する指標をまとめたものである。中小規模

所有者に注目してみると， 1960年時点で林家の5割~7割が

植林を実施しており， 零細所有者の値より大幅に上回って

いる。やはり 60年代頃から造林の主体が零細規模所有者か

ら中小規模所有者へ移行していると見て間違いないであろ

う。同表で「植林の自家労働比率」 を見てみると，中小規

模層では総労働力の3~6割程度を自家労働力に頼っている

ことが分かる。紙野氏は当時の植林面積と投下労働力の関

係性について以下のように述べた。I(表4の)3~10町歩の

階層のl戸当り年間造林面積は，3反 (30a)内外であるが，

この程度の数字は標準的な農家が家族労働力を基礎におい

て，年々に植林を持続的に行える面積でもある…多くの林

家において， 1カ年間に平均l町歩以上の (1ha)造林を実

行するには，自家労働と同等程度以上の雇入れを必要とせ

ざるをえなくなるようである。J'9これを踏まえて表5をみ

ると，20~50ha 層では 「世情員」を基礎として「常用 J ， I季

節雇・臨時雇J. I委託と請負J(以下まとめて 「雇入れ」

と表記する)を必要に応じて導入している 「自家労作経

営pという特徴が捉えられる。つまり，中小規模所有者

は賃労働化の流れの中で雇入れを行い.自家労働力の不足

を補うことができたと想定できる。そのため.零細所有者

ほどの経営マインドの低下は起きなかったのである。

しかし 2.1で見てきたように，1960年代後半からは保
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表6は1966年に拡大造林をしなかった理由を保有LU林規模

別にまとめたものである。 中小規模所有者について見ると

「入手不足だったから」という回答が最も多く，次いで、

えている雑木の処分ができなかったからJという回答が続

く。 f生えている雑木の処分ができなかったから」という

項目は，当時の前生務問題(外材総入の増加によって広葉

樹の立木伽格が下がり，伐採および拡大造林が行われなく

なった問題)のことをおす。これらの項目が6~7割を占め

ていることは.r LU村経済の解体に伴う育林労働力の流出
といわゆる前生樹問題が，戦後のわが国人工造林をになっ

てきた!誌をして育林活動から切断J21していることを証明

表5 保有山林規模別労働種類別労働投下状況

Uit{立:%) 

区分 l稔重量

表6 1966年に拡大造林をしなかった理由別件数

(lii.f立:%) 

?林業の展開と jlI村経済jより絞粋

表7 育林作業種類別労働投下株家数と投下延人員割合

(l別立 :9b) 

している。この「脊林活動からの切断Jについて労働投下

林家数と投下延人員からとらえたものが表7である。 1968

年から1971年にかけて，所有商積にi浪らず労働投下林家数

および、投下延人員の低下が確認できる。また，作業種別に

みると「下刈・手入れJよりも f植林jに対する意欲の減

退が大きいことがわかる。中小規模所有者間に I)J~ってみて

も f下刈・手入れjに労働力を投下した林家数はさほど減

少していないが.r椴林J，ま3年fkfJでp，1iu強の減少が見られ
る。また. r槌林j に対ーする l戸当りの延人員は r30~

50haJ }習での減少が著しく，この}習では雇用労働力を導入

する機会が多いことが起関している。つまり. 1960年代前

半の賃労働化による自家労働力の不足の打繋は中小規模所

有者にとって経営を存続できるほどの打撃であったのであ

るが. 1960年代後半からの山村過疎化は雇用労働力をも不
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足させたため，中小規模森林所有者の経営マインドも低下

せざるを得なくなったのである。

1960年の農林漁業基本問題調査会において提唱された中

小規模森林所有者による家族経営的林業とは，農家林業の

展開に大きな期待を抱いたものであった。それ以前，農家

林業とは「労働粗放性，適期選好性の脆弱さJ22，I伐期の

融通性j23という特徴を持っていたため， I家計費の臨時的

補充，自給資材の供給源j24としての役割を果たしている

にすぎなかった。しかし「農業技術の進歩とくに化学肥

料の普及が草肥農業からの脱却を実現し…農用的にしか

利用せざるをえなかった林野を育林のために利用しうるに

いたりJ2S 人工造林が零細・中小規模所有者を中心に活

発に行われたこと，および当時の「木材価格の顕著な騰貴

と木材搬出関係の変化と発展j26が「林野の林業的利用の

可能性をたかめつつあるJ27ことから， I家族経営的な林業

生産の展開J28は大いに期待できたのである。しかしそ

の担い手とされた中小規模森林所有者は山村の過疎という

外的要因のため「育林生産の拡大のための労力および資本

の投入を促進するJ29ことが出来ず，家族経営的林業は挫

折したと考えられた。

3. 人工林の間伐材生産と中小規模森林所有者の

経営マインド

3.1. 森林資源の成熟と資源利用政策の展開

1970年代に入ると，造成された人工林は間伐期を迎え始

めていた。民有林に限ってみると， 1970年代中盤には人工

林面積の半分が3齢級を迎え，伐採して利用できる状態で

あったと言える(表8)。

しかしながら，我が固は1973年， 78年と2度のオイル

ショックに見舞われて木材需要が低下していた。また，外

材輸入量の増加は著しく， 1969年に50%をきった木材自給

率は1979年には35%，1992年には25%まで低下した。木材

需要量は1987年からの好景気(いわゆる超低金利政策から

のバブル経済)で一時的に回復したものの， 90年代後半か

らは下落基調である。また，木材価格についても1980年を

ピークとして下落しつづけている。序論で述べた第2期，

第3期における森林・林業政策は表9の通りである。 1970年

代以前が資源造成政策であったのに対して， 1970年以降は

「産業としての林業の発展」を目指した資源利用政策と

言っていいだろう。第2期の社会的事情の変化と森林・林

業政策の展開について，半田氏は以下のように述べてい

る。「このような情勢下で，産業として存続するためには，

…中・長期的には需要拡大，短期的には市況維持をめざす

政策が登場せざるをえないyo。氏が指摘した通り， 1976 
年頃から「地域主義」に基づいた地域林業政策が唱え始め

表8 民有林における人工林の齢級構成

人工林面積 齢級別面積割合(%)
年次

(千ha) I齢級 2齢級 3-6齢級 7-10齢級 11齢級以上

66 5，964 31.0 27.6 28.2 7.4 2.6 
70 6，626 43.2 43.5 9.9 3.4 
76 7，075 13.3 18.2 55.0 9.6 3.8 
81 7，486 8.4 12.5 63.1 11.1 5.0 
86 7，740 5.5 8.5 61.7 18.4 6.0 
90 7.848 4.2 6.3 54.7 27.6 7.0 
『林政学』から一部抜粋(出所:r日本の森林資源』、『森林資源現況j)

られ，素材生産業，製材加工業が政策の対象へと変化して

いった。また， 1981年の間伐促進総合対策事業では成熟途

中にある人工林の間伐材生産を促進するため，小径木利用

のための設備投資が図られた。さらに，社会的事情の変化

として，公害問題の深刻化から1967年に公害対策基本法，

1972年に自然環境保全法が制定され，自然保護，環境保護

に対する国民の意識が高まったことがある。その結果，森

林はその多面的機能が認められ，複層林施業の導入や長伐

期化など施業の多様化が図られた。

こうした，資源利用政策の展開過の中で中小規模森林所

有者による林業経営はどのように捉えられていたのであろ

うか。『林業経済研究の論点-50年の歩みから一』による

と， 1970年~2000年にかけての中小規模所有者による林業

経営への議論は以下の3つの段階を経ている。

①農林複合経営論の展開 (1970年代~80年代前半)

②自伐経営の展開と担い手論の再燃 (1980年代後半~90年

代前半)

③自伐経営の性格と持続性をめぐる議論 (1990年代中葉)

①の時期には， I中小林家の経営停滞を強調し林業の担

い手を林家以外に求めるべきとする意見と，中小林家の底

固さと農林複合経営において林業生産活動が持続されてい

る点を指摘し振興すべきだとする意見に二分J31しており，

中小規模所有者による林業経営は消極的にも積極的にも双

方で捉えることができたのである。

②の時期にはこの議論がさらに展開された。前者の消極

的意見は1986年度の『林業白書』の政策提起で表わされて

いる。白書では林業動態調査の分析から「中小林家の労働

力投入において委託・請負わせ比率が高まり，恒常的勤務

が多数を占めているJ32と示した上で，中小規模所有者は

「財産保持的」林野所有であることを指摘した。さらに，

林業経営の形態を「林業主業型経営(保有森林250ha)J， 

「複合型経営 (50ha)J， I小規模経営 (10ha)J33の3つのモデ

ルで示し小規模経営については活力ある林業事業体への

経営委託や作業委託を進めることが必要で、あると述べた。

その一方で，積極的意見は中小規模所有者の賃労働化を認

めた上で，その世帯所得の低さから農林業への労働投下を

継続させていること，また用材林業が「社会保障的な生活

基盤であり，…中小規模森林所有者にとって林野は生存権



li没後の拡大造林地におけるべりj、波紋森林所有名ーの経科'マインドの変化と現状 7 

表9 1970年代ヰ1草案~現在までの資源寺IJJ持政策の展開

森林・林業主5本計i瞬

2004-
2007 

2007-
2010 

iIifr流通・加工システム :集成材や合板m丸太の供給精力11

iIiJr生産システム 製材IH)LJ::.の供給的力11

森林の多凶的機tiEの持続的発揮

的土地所有で、あることを指摘し中小規模所有者の経

営意欲が衰退していないと述べた。また，地域によっては

「林家の I~I 家労力による IIfj伐材生産の活発化が見られる

ことを指摘して.材、家の自営性が維持されていると述べ

?こ。

ミむのi待}切には，去の時期に議論されたお伐林家の社会的

事消の変化(円高の進行および輸入関税の引き下げ)に対

する対応から，消極的展開と積極的展開が見られることを

指摘し彼らの性格と持続性についての議論が行われた。

これらの議論の展開から分かることは， 1970年代からの

中小規模所有者による林業絞営l土地域によって意欲に笈が

みられており，積緩約展開として農林複合経営や自伐林家

が確認されているということである。本寄与は中小規模森林

所有者の積極的展開に対する議論に罰芯;する視点からこれ

らの議論を以下で援理していく。

3，2. 中小規模森林所有者による省林経営・木材生産と経

営マインド

3.1で述べた中小規模所有者による林業経営の展開につ

いて統計から読みとってみよう。表10(土保有山林原稜別お

よび作業種別に実施1*家率と凶積率(保存LLI林に占める各
作業の実施面接)を1960年， 7M手および80年で比較したも

のである。

預絞に占める植林I立i績である。従って，断積率を分析する

主主主全盛宣車整監壁主主主主業実行穏}支.つま旦盤堂竺二f

と王室益金翠ることができる。「盤技よよ王主LlLL工盟f主

主皇陛よ1ロピヱ旦i~~fTi闘が小さくなるほどI腕ド也潰

どふ法主J 出E主主盟主ι設立土""(iJ;，一時系列変化を且ヱ皇ュ
二主主宣之金。「零細隠ほど植林， ドi<1Jを相対的に

よくやっており，ここに零議1I隠の“ふんばり"をみること

ができ， r保有活動で小規模間が{むの階層より一段と後
退したという硲託は得られないと言えるのである。 u:

Hして頂きたいのは.販売間伐の樹稲本である。埋ま堕盆

車長主主主室生ム主封:生産主位三去、では保有面積がノi、さい

ほど消極的であったと言える。

では，木材を含めた林産物の販売状況について60年から

80年までの推移を見ていきたい。表11は保有ILFt本面積別林

産物販売状況である。これも保有山林術額規模が小さくな

るほど実施林家率が低下している。中小規模所有者に限っ

てみると， 1980年時点で林産物を販売した林家率は9.8%

~30.5% まで差が大きく開いていることがわかる。 70年と

の比較でも.出稼規模の大きい中小規模所有者ほど林家率

の減少が低く:tf[Jえられている。用材販売も問;様な傾向を示

している。一方で， r栽培きのこ絞売林家率jをみると70
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。保有lli~*の手入れ状況の推移 表1I 林産物の販売状況(林家. 1960. 70. 80) 

(lii.f企.::%) 

書負むせ

nl没後日本林業の浜開j肘むより妓粋

年から80::(1三にかけて治力11しているのである。また. frlijfJ元!fl1:

で販売林家率が最も高いのは r30~50haJ 屑であり. 70年

から80主ドにかけての増加率もi誌も高い。栽培きのこに関し

ては中小規模所有者が活発に取り組んで、いたことがわか

る。中小規模所有者層の林産物販売の特僚についてさらに

詳しくみたものが表口である。表12は主要林産物の緩類ご

とに，販売戸数比率の最小の階層と最大の階!設の範国にお

ける最小戸数比率と最大戸数比率と王子均戸数比率を示した

ものである。 uニを参照として瑛きたいが，多くの林産物で

汲小の階層は1~5ha ，民最大の階，~は 100ha以上1認を示し

ており.それ以外の場合は.r *印jや!* * F-nJで最大
の階層を示している。たとえば. 1960::ij三における f木炭j

についてみると. J坂'充戸数比率が最小値は 1~5ha 層であ

り，故大値は20~30ha ，認である。この範問における販売

戸数比率の最小値が4.4%.最大値が16.7%.平均値が6.4%

となる。つまり 1~5ha の林芸誌のうち4.4%. 20~30ha の林

家のうち16.7%. 1 ~30ha の林家のうち6.4%が木炭の生産

を行ったということを意味している。この表から「木炭J.

r特殊林産物J.r栽培きのこ類jについては

2 ~t~長林産物穏類別販売戸数比率(林家. 1960.70. 80) 

中小規模所有者による販売が活発であることがわかる。さ

らに，彼らは60年i時点で、は「水I，iZJあるいはをメイ

ンとしていたが. 70年. 80年にかけて「栽培きのこjへと

移行していることがわかる。つまり，中小規模所有者は薪

炭翁;裂の衰退による打数を栽培きのこによって補完してい

たと言える。

次に!おから保有111林面積別に林業収入への依存度を見

ていく。「林業収入への依存度Jとは. I過去5年i習の王子均

H9な状態をもとに.各林家がその経常生活費の何割伎を保

有山林からの収入に依存しているかをみたものである。

中小規模所有者慢についてみると円割以上依存」という

林家は数%~2割弱程度おり，面積規綴が大きいほど林業

収入への依存度が高い。また日~IOhaJ と r20~30haJ

を分岐点に林家の地力fI率が高まっているように見える。

)'jで. I まったく依存していないJ という林家が6割強~4

鋭校度いる。しかし逆にいえば中小規模所有者!誌の最低

でも3割程度はいくらか林業収入への依存があるというこ

とがわかる。つまり，この収入依存度に対する2局分解(依

存しているかしていないか)あるいは3局分解(依存して

いるかしていないかに依存度の割合を加味する)があるた
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['ii14 林家の主業構成(1980) 

めに， 3.1で述べたような.この時期の中小規模所有者に

よる林業経営が消綴的にも慈極的にも捉えられるのであろ

う。 [Z]4は保有 LLi林原稿規模~JIJ に林家の主業を示したもの

である。 5-50haのr:tl小規模所有名ー}授をl:jl{，、に「箆菜j を

としているものが釣銭型に分布しており，この憾では

f農業主薬型林家J39が42誌を占めていることがわかる G さ

らに. 20ha前後に釣銭のピークがあることについて.熊

iI崎氏は 170ipセンサスではこのLLiが10ha前後のところに

あった。つまり農業主業型林家比率のピークが保有LIJ林規

筏のより大きい階層に移動しているJ'Oと指摘している。

また，保有山林mrm規模が大きくなるにつれ li休業jがよ自
力IIしており. 1林業主業型林家J41が l割以下あるいは]j~tl程

x~乙慾

非 0.5

襲

家料

株

安主

メヰ乙1t.然

議ヰt
E支w又
;- x !1!l~議

0.3 

告.2主
文お議事選ぎ

XE議鶏言葉

OJ nn .... 4 ^ 0.2 翠.4 O.惑 な8 1.0 l.2 1.番人

震設 警察 卒事

[~15 ;1:*家 (Iha以上) 1戸当りのt*業従事者数(1980) 

皮存在することがわかる。したがって. 1980年時の中小規

の林家の5ii持続}立は農業あるいは林業を主業としてい

ることがわか 1)，彼らが積綴iねな渓加をしている林家だと

思われる。

こうした積極的展開を地域的に捉えたのが毘5である。

関5はIha以上の林家についてi戸当りの林業従事者数を見

たものである。これを見ると「南九州J. 1北九州jおよび

f北陸jにおいてi戸当たりの林業従事者数が圧倒的に多

い。しかも，非農家林家・農家林家にi浪らず言えることで

ある。熊i崎氏の分11[によるとこれらの地域は1970年から

1 98Ml三にかけての I~I をと主とする林家の減少率が他の

地域よりも低いことが確認されているへ

この1980:{.ドまでのr:!"小規綴所有名ーによる林業経営をまと

めると以下のことが言えるであろう。

①中小規模所有者の林業経営は必ずしも衰退しているわけ

ではなく，所有ili林での育材Lあるいは伐採'l!反売活動を

持続している者も見られ 2様に分解している。

ミ会2綴分解には地域性があり，九州および東北地方におい

て積極的皮肉が見られている。

③林産物の奴売については，木炭あるいは薪から栽培きの

こへの移行が見られる。また， 11[1伐材についての販売も

確実に実行されている。

では， 1990年-2000年にはどういった変化が見られるの

であろうか。

表13は19ヲ0年と2000年における林家の保守守山林での作業:

実施率を対象鈴級人工林ごとに見たものである。実施林家

率でみると，下ドメ日りなどjとくらべ円前伐Jおよび「主伐j
において頭領規模別の階層性が見られる。中小規模所有者

に限ってみると， 1下刈りなどjの実施林家率は約7割に達

しているにもかかわらず， 11潟伐jでは3掛から31!iIJ強， 1主
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表13 林家の保ギ':]，11林作業の対象鈴級人工林に対ーする

実施林家率と顕在;率

滋泣 % 

19号。学 2 2000卒 1990年 20司D卒
き十 61.吉 65.0 23.3 25.2 3.8 3.6 

3毛 3-10ha 59.4 62.9 19.9 21.4 1.7 2.1 

重量
10- 30 65.0 67.4 29.0 30.5 4.5 4.4 

幸孝 30- 50 70.8 69.4 37‘8 37.1 告.0 7.5 

家 50-100 72.5 73.2 43‘5 43.5 14.6 12.2 

73.3 76.6 46.0 52.6 21. 7 20吉

71. 2 77.6 44.2 57.7 25.4 38.6 

66.7 i7.1 42.0 6ヲ0 26.9 45.0 

41.0 45.5 7.1 7.5 1.3 1.1 

3-IOha 47.5 49.1 7.8 8.0 0.6 0.8 

10- 30 43.8 46.1 7.6 7.8 1.1 1.0 

42.3 42.1 7.1 7‘2 1.4 1.1 

40.8 41. 7 7.1 7.2 l‘7 1.3 

33.3 43.4 6.2 7.0 L宮 1.6 

24.吉 3乱。 3.7 4.5 。宮 1.7 

12.3 27.4 1.5 5.1 1宮 0.9 

表14 林産物販売林家数と林家率

単位:F'

林君主聖堂 E話予若林家率 立木で 務討で E草木 争奪J司林E塁線

2曲。/
i由。年 2邸0年抑的/20加鉱 2{){泊/20拍'f

2開合/
2加0'手
2000i 

20部卒 19部 19部 199。 1990 19念。

言十 21.9喜を 53.9 8.7 5.2 8.349 53.7 10.505 53.7 2.240 46.5 3.276 $7.5 

3 -5官 私173 49.7 4.5 2.61 1.505 45.6 1.549 46.0 5971 50.4 837 91.1 

5 ........ 10 5.746 53.5 7.1 札112.148 52.0 2，488 53.0 697 54.0 925 83.7 

10 - 20 5.303 53.7 12.5 7.41 1.975 54.6 2，614 52.8 48:7 42.6 761 90.2 
20 - 30 2，409 55.4 18.7 11.5 873 56.7 1.342 56.7 1741 34.1 314 98.1 
30 -... 50 2φ085 57.9 24.5 14.0 784 58.2 1，181 57.8 1521 41.3 主品 99.6 
50 -100 1.414 60.7 31.1 18.7 641 65.7 803 60.1 931 44.5 1381 86.5 

l悶 --500 764 62.8 36.0 27，g 376 61.7 4部 65.2 341 32.1 491 106.5 
部品a以上 90166.7 35.8 35.4 471 61.8 S宰 喜多 l 61 85.7 41 80.0 

日本林業の構造的変化と符溺過程-2000iド林業センサス分析-j
より抜粋

伐jについては1割未満の実施に留まっている。また， Itを

系列的にみると 1990iドから 2000年にかけて r lO~30haJ で

は主伐を除く作菜種で実施林家率が微増， r30~50haJ で

はすべての作業穣において微減しているつ 1990年から2000

年にかけて人工林の成熟は確実に進んでいるにもかかわら

ず，人工林の伐採に対して中小規模所有者は積緩139で、ない

ことがわかる。つぎに表14に2000年における林産物販売林

と各販売形態での対1990年比および1990年と2000年に

おける絞売林家主手を示す。中小規模所有者に限って販売林

家数をみるといずれの階層においても 1990年比で約半分の

林家数まで減少していることがわかる。販売林家本につい

てみても 199oir:および2000年においても保存磁務競撲が大

きくなるほどi向くなっているもののloir:lmiといずれの階胞
も販売林家率が減少している。しかし販売項目別にみる

と「特応林産物jの減少はわずかである。 2000年時におい

ても特別林産物の生産は中小規模所有者の林業経営

な位置を，~îめていることがわかる。この時期における中小

5 保有山林}琵税規模別林家数の推移(林家の主業別)

EJ本;休業の構造的変化と[fj.議iJ必殺-2000ir:林業センサス分析一;
より抜粋

表16 林業主薬林家数の治減(主な農業地域・保有IJI林TITi

話規模別)

針 9，069 2.4 859 181 194 544 信215 -66 -63 

3 - 5ha 1.511 1.0 283 78 60 118 明20 叩7 -7 

5 - 10 2，061 1.6 388 5吉 57 184 -22 時 17 “15 

10 - 20 2，049 3.1 373 47 59 176 “45 2 “12 

20 - 30 1，042 5. <1 111 20 13 36 -28 -4 

30 - 50 1，00宮 7.4 -3 ー10 II 問3 ゆ 10 一7

50 - 1由。 831 12.古 ー104 25 -3吉 ω15 -10 

100 - 500 499 19.6 時 175 時 12 問7 2 -57 ー18 -7 

500ha以上 自71 28.4 ー14 -2 -4 “l 叩4 -1 

:境模所有者の主業の変化について示したのが表15である。

この表の「林業自営」とは「その世帯が収入を得る目的で

計画的に営む育林，伐11".，袈薪炭林野特産物の採取等を

行ったものであり「林業収入の年平均が10万円以

上Yと定義されている。この「林業自営j林家は2000年
において全体の2%にすぎない。しかし注目して頂きた

いのは 1990年比の明滅である。 Jl!J:家林家の「林業 r~営J に

ついてみると，中小規模所存者層(ここでは3~50ha を指

す)において増加していることがわかる。この増加を地域

別にみると表16のとおりである。ご覧のように，増加地域

にはじ!と陸j，r四国j.r九州Jがあり， とくに九州におけ
る増加は臼を見張るものがある。一方で減少池域は f近

「南関東j.r北海道」といった大都市隠や小規模な副
議(J(J農家の少ない北海道である。

これらをまとめると 1990年から2000年まで中小規模m有
者の林業経営の傾向として以下のことが言えるであろう 0

3施のちた絡林家率は低ドしているものの，施業を実施し
ている林家は保育作業に対する慈、欲は継続して高い。一

方で，伐採に対しでは実施している者とそうでない者に



1日記後の拡大法林地におけるや小規模森林所有者の経伝'マインドの変化と現状 11 

分かれている。

特JiJ;f*産物の生産は林業経営において引き絞き重姿な位

置を!なめている。

さき80年代に見られた経営マインドの2綾分解は地域性を保

持したまま継続して確認できる。 fi'l極的展開を示してい

る林家には自営林業の治力11が見られる。

4. {左f自市における林業の展開と経営マインドの
変化

4.1. 佐伯市の概要

(1)成り立ち

佐伯rliは大分県南東部に位置し平成17年3月に大分県

佐伯iliと大分保南海部郡の511町村が合併をして現在の「佐

11'nli Jに至っている。合併tJ、前は大きく南海部郡と佐伯市

の2つに分かれていたが，両者は古くから生活関および経

済閣が一体的であったこと，行政法殺を強化しインフラ

備を鍛;lliしていくことなどをお的に合併が行われた。現

在， 1日佐伯市はイ/(113rlJの中核総合都市として機能してい

る。 11日:界七つの海に通ずる船妊!の絶好の綻il'IJ也である

佐伯i往はlj史的'1'1'1，海軍航空隊が開設されたが.JJI.tEは貿易

i迭として利用されている。

(2) I~I 然と環境

佐伯Tliの地形は我が13114寺有の IILJの骨格に狭い平野を肉

付けした也形である。 rliの境界に沿って北京から雨閉

まで111々 が述なり 1，000mを超える ILI々 が少なくない。ま

た，南側の!!f~Jllには宗太郎綜があり市くから交通の難所と

されていた。 -7J，Et後水道に而する沿岸部は複雑なリア

ス式海洋を形成しており，じす:却の佐伯湾を;長島，女向と

いった小鳥群が包み込むようにSItんでいるため， li湾内の

i皮はいつも認やかで¥木材貯水場や木材の強み下ろしの作

も空手易にでき…関係業者は， 日本一の湾だといってい

る。fのである。 佐伯湾に注がれるのは幹線iJtt路の延長が

42kmある番匠川であり，その清流l土佐伯市の)11魚と言える

やまめや鮎を脊てている。

(3) ::U也と人仁i

佐伯rliの面積は903.4km'，九州で、最も大きいまちであ

る。平成立年混在，森林ネは87.4%であ仏戦後からの推

移は去りのとおりである。人口はおよそ7万8千人(平成24

11月現在)• うち高齢化率 (65歳以上)は32.4%である。

表18は現在の佐伯市における戦前から現在まで、の人口の推

移および高齢化率を示している。

(4) }fflU二と

佐伯市はよ主かな I~ 然環境に恵まれ県内でも農林水産業が

感んな地域であり産物に米.イチコ¥ナス i民ナト|

ミカン，ポンカン.キク，スイートピー，茶，畜産はJJ本，

工
忍4

~6 佐伯r!i(1l3r1il町村名明記)

;tZ林業センサスjより作成

表18 総人口と男女別人口および高齢化率

人111こ山める

年次 i 65;t'立以上のお
ん" 

人 。。
1930 92，755 
J一‘5 9守，332
40 105，286 
50 123.132 1.00 
55 118.236 0.96 57三18 1.00 61.018 1.001 i .2 
60 114.262 O.守3 53，883 0.94 58‘840 0.96 
65 105.046 0.85 4ワ.398 0.86 55，648 0.91 12.9 
70 96，667 0.7守 44，480 0.78 52，187 0.86 !生6
75 96，317 0.78 45‘056 0.79 51，583 0.85 11.4 
80 96.534 0.78 45.005 0.79 51，529 仏84 12.7 
85 95，907 0.78 44.688 0.78 51，219 0.84 14.2 
90 91，217 0.74 42‘017 0.73 49、200 0.81 17.1 
守5 88，116 0.72 40，674 0.71 47，442 0.78 21.0 。。 84，449 0.69 38.827 0.68 45，622 0.75 25.4 
05 80‘297 0.65 36.898 0.64 43，39ヲ 0.71 28.8 

76.951 0.62 35.457 0.62 41.494 0.68 32.4 

!l[1 f!l 5{f:--~5年までのまま数は汀れ['jdf ~と;よ 1) 絞衿

11iH1150'1 以降の総数および町{和55年以降の9J~ ・ 65歳以上の割合は より作}北
i抗告!50今一以前のヲJk・立以上のz羽介1土絞!n':{ド銭;ょ 'Hi'j瓦
言と各人主主が一主主しないことあり、 45fl'.40{1'I土60段以上の;'i;Jfi

乳・肉用II二がある。林業では森林国有iの半分が人工林であ

り，木材の生産やタケノコ，椎茸の生産が活発で、ある。 問

県の日田に比べてILI林立証誌が広いこと，高温・多雨という

気候的要[51に虫、まれていることから江戸時代から造林が行

われており.戦前，佐伯地域で造られた木炭・木材・竹;j~

さきとは阪神地方へ，坑木は主に北九州方面へ送られていた。
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表19 産業別(大分類)就業人iヨ

総数
第l次

~;I]合 百~2(欠 ;1司子干 F前宅3、0、』、 ;Itリモ?
"Fi;.く 産業 議糸 込会

人 入 。/ζυ 人 。/ζU 人 9りζ 

85 42，252 7，742 180/. 13，436 320/. 21，074 50% 
90 40，748 6，439 16号 13，682 34~ 20，627 51% 
95 41，033 5，582 14年i13，886 340/. 21，565 53% 。。 37，788 4，302 II ~ 11，798 31引 21，670 57% 
05 35，715 3，938 IIや 10，190 29玖 21，465 60% 
10 33342 3.106 9~ 9.231 280/. 20.640 62% 
羽勢調査;より作成

表20 人工林b反核の推移

人工林IIli秘 10;{flllJの 人二仁村(~事

"F次
ha 。/とり

1960 23.293 30.6 

70 36.194 12，901 46.5 

80 42，752 6，558 54.6 

90 45‘848 3，096 58.0 

ム 953 57.1 

表21 佐伯IITの人工造林面積

3，216 

3，271 
13‘295 
9，609 
2，038 

1，884 
1，625 
1，659 

1.510 

6 

6 

ヰ
弓
u
f
o
m
j
o
o

勺

/

づ

/
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(注) 1959年の{胞は fl960iド i立界Jl~t*梁センサス

戦後の造林は[181'[130年代ごろからもミ綴的に始まった。特に

多く布:lDfネされたのはタノアカという品種で、あり， 日j王iのヤ

ブクグリが初期成長で、十1~11J 1 りを起こしやすいのに比べ，成

長が尽く，通夜で人工乾燥しやすい製材沼丸太に適してい

る。人工林(スギ・ヒノキ)の齢級別面積をみると9齢級

をピークに8齢級以上が6割強を占めており，人工林の成熟

が確認できる(平成22年4J'J時点)。水産業は段後水道の思

恵を受けて，大分県内随一の水産都市と言。われている。ま

た，沿岸-音[;では造船業をヰ3心に工業都市として発達してき

た。近年の産業別の就業人!こiの割合の扱移は表19のとおり

であり，第 i次産業が全体の i 割，努~2次産業が全体の3訴を

占めている。

(5)佐伯広域森林組合の概要

佐伯!広域森林総合は佐伯市を る森林組合である。

平成2年にIEI6総合が広域合併を行い，大分県南部流域を一

円とする組合であったが.平成17年の市町村合併によって

現在の佐伯市を管絡する組合となった。~二事長コニリアの総面

積は90，328ha. 森林部積は78，844ha. うち民有林が8j請を占

める。組合員数5，360名，組合員所有面積は53，900haであ

り，森林函積の7i'誌を占め(平成23年3H1l主点).会倒的に

見ても管轄範聞の広い森林総合である。人工林TIITfi't は

35，054ha. 人工林率は56.9% (王子成22:t[三4月時点)であり，

そのうちスギが7割を占めている。これまで，組合は人工

林の成熟と立を行しながら卒業の展開を行ってきた。人工林

が除問伐j引をjf!!えると小筏木加工処理路設(製材工場)

(ha) 

j立材q:雨積 fド次 造林顕在; 年次 jき林j対fil
939 82 613 91 289 

849 83 560 92 251 

727 84 502 93 212 

894 85 422 94 247 

736 86 269 95 

945 87 367 96 299 

864 88 400 97 273 

332 89 363 98 190 

642 90 304 99 179 

よりf'!'J&:

をIJ町立 (1987il三)し 1992年には佐伯広域森林整備セン

ターの設立と字 I~I 共奴所(原水市売市場)と学1"1 加工場

(製材工場)の新設によって，伐採・搬出作業班員の導入・

高性能林業機械の援昔話，小?玉木jJ[J工から枚取り製材への移

行が行われ，素材の流通と加工の体iI1lJが整えられた。さら

に2008{f.にはスギ大径材(主として24Cl11~尺上)の有効

利活用を念頭において宇目加工場がリニューアルされ，平

成22年度の関1室;j;j'製材工場ランキング(原水消費量)では

第91立に位置している。組合は字iヨ共販mの佐伯共販所を
持ちbZ木共瓶事~菜を行っている。 J~l仮卒業の要は組合によ

る素材生産事業であり，生産設の約8割が買収生産である。

4.2. 拡大造林の展開

(1) lj災後の人工法林の実績

2:11;;:で述べた戦中における森林資源の乱伐は大分県でも

線認されており，戦後まもなく緑化推進運動が展開され

た。戦後，佐1EI:!tl!域の森林雨積は磯実にま迫力[Jしており

17) .このうち人工林面積のtlt移を表20. 人工造林lii汗i'tの

推移を表21に示す。これによると. 50年代に約3万 ha. 60 

年代にl万3千 ha. 70年代にl万千 ha. 80年代に4，500ha.

90i!三代に2，200haの造林が行われており，表20の人工法林

商務の増加と一致する。また，表れから 1957年の人工造林

阪誌が1万3千 haでピークを迎えており，我が箆jの人工造

林のピーク. 1954年と時期を同じくして依伯市もピークを

迎えたことがわかる。ピーク時の人工造林について林相日IJ



小規税所有者は材;芸誌の2割程度を占めていることがわかる O

また.全国でみられたように1960年から70年にかけてIcl1小

波模!習の増加が見られている。参考までに表25に2010:)1三時

における全国の保有山林規模別林家数を示す。ご覧のよう

に，佐伯rI日立中小規模所有者が全国的に見ても多いま自主主で

あると言えるc 彼らが人工造林の担い手として機能してい

たのである。で触れたように中小規模森林所有者に

よる1960年代の林産物の販売は木炭あるいは殺をメインと

していた。{佐左剖f伯白T市打の"1

l円96ωO主年ドi符i埼守の長自i営製炭i役!!立止t上白:‘荷1口23却O戸戸宇のうち約1i溺i今切:近1の171戸がi保来有有-

i山iμi林からE旅京水をJ司調l目1達していた(げfれl円96ω01:年ド}佼良丘‘界農林業センサ

による)。また.残りの9訴のi1tQtl'は原水購入を行って

いるのであるが， 7溺の林家が原木の購入先を私存林に依

存しており，中小規模所有者間を中心に木炭あるいは薪の

ための広葉樹伐採を行っていたことがわかる。また，表26

には佐伯市の!日市町村別に農業集落数とそのうち林業を主

要な兼業としている集務数を示したものである。農業集務

林系が大切なj主主きである立存

家のまま菜のうち
休業で'UJ-<r
t ぬ， *1、;誌がTなj長〉急

務数{こ，'i1たてているEAデ
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表 26

持家委主

表24

表25

{!:.次

に示したのが表22である c 1957年の人工造林磁積のうち6

割が針葉樹，ヰ割が広楽樹である。針葉樹についてはスギ

が5割，マツ4割， ヒノキ!?えで， 1:1;:葉信tについてはその他9

割，クヌギ・クリはl割に満たない。スギの品おれま i{tdEl 

地方の気討議・降ドm}辻・土壌の自然条件が適合し，その成長

設は吉野杉の二倍といわれ…飴材に漉しているオピス

ギが採mされた。先述したタノアカである。また，大分県
では1946年に!日蒲江町で松くい虫による被害が発生し

1973:)1三(昭和48年)に被答畳間万2千m3でピークを迎えて

いるため，1957年当時はまだマツ造林のシェアが高い。し

かしその後マツからとノキへの造林樹稔転換が行われ

た。広葉樹については椴茸涼木となるクヌギの造林が行わ

れた。

(2)人工造林の担い手と造林意欲

1960年世界農林業センサスによると佐伯rlJの19591:jミ4月

-196o:ffo3月における人工造林面積は2，038haであり，植付

け主体別に面積を見ると夜、営6初日久留営2割強，都道府県

営1割弱である。私営すなわち林家による人工造林がネ数

以上を占めており，我が屈の戦後の林業の展開に沿って発

展してきた地域と言えるG 佐伯mの農家林家数および非農
家林家数の捻移を表23に示す。 時代を追うごとに総林家数

の減少と農家林家率の低下が見られる。しかし 2000年時

点においても総林家のうち半分が農家林家であることは佐

伯市の特徴と言えよう。保有森林部模別に林家数の推移を

みたものが表24である。 2000年から調査対象林家が変更に

なったため数値に大きな変動があるものの.佐伯rlJでは中

7355 
8683 
10，456 

ifiif!i 

ha 

jド立林家

-非農家林家数と保有Jll林面積

佐伯iliの林相別人工造林函積

できr.tl¥

p ha 

6.367 28，791 
5.917 28.469 
5.857 28.817 
6.153 30，244 
3，001 26，401 
2，584 24，889 
2‘453 25.252 
ンサスjよ1)作成
数と各[貢I絞の和が一致しないことあり c

2000'1'センサス以降の林家は係干il11終ifrif立1haJ.J，J: 0) 111長;
(それ以前は10a以上のi仕，a;:)

表22

t本家主主

表23

{nx 

'1'<7; 
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表27 林産物販売林家数と用材販売農家林家率

(illfま戸 oo)

年次 総林家数 1-5ha未満 5-50ha未満 50ha以上
林家数 拘l合 林軍政 割合 林被敬 ;同合

60 6，367 1，559 24.5ち色 986 15.5ちも 90 1 .4~'も

70 5.917 1，587 26.8~'色 1，118 1 8.9~'も 95 1.6<l:急

80 5‘857 i‘554 26.5~色 1.093 18.7% 102 1.7% 

90 6.153 1.529 24.8% 1.170 19.0ちも 105 1.7写ら。。 3，001 1，827 60.9% 1，098 36.6% 76 2.5ちも
05 工584 1，592 61.6ちも 897 34.7% 94 3.6% 
10 2.453 1，517 61.8% 847 34.5% 89 3.6~も

『世界良林業センサスjより作成
(i上)2000年、 2005年、 2010年センサスは保有山林而桁lha以上の林車が対卑

のおよそ3割が林業を主要な兼業としており，旧本匠村，

旧宇田町，旧直川村では特にその割合が高い。これらの地

域では「林業で生計をたてている農家が多い集落」が多い

ことがわかる。人工造林時期において林業収入が家計の維

持に大きく役立つており，経営マインドが高いということ

がわかる。

4.3. 人工林利用段階

では，人工林が成熟期に突入し始めた1970年以降の経営

マインドをみていこう。表27は林産物販売林家数とそのう

ち， ["立木で」あるいは「素材で」用材を販売した林家の

割合(用材販売農家林家率)を示したものである。注目し

て頂きたいのは，用材販売農家林家率である。表27で佐伯

市と全国値の値を比較しているが. 1970年-2000年のすべ

ての段階において，佐伯市は全国値を大きく上回ってい

る。とくに.1990年以降は調査対象の林家のおよそ2割が

用材販売を行っており，経営マインドの高さが伺える。さ

らに，表30には，作業別に作業を実施した林家の割合を佐

伯市と全国値で比較している。こちらも 「植栽作業」から

「主伐」のすべての作業において，佐伯市が全国値を上回っ

ている。保育作業だけでなく伐採に対しでも意欲が高いこ

とはこの地域の経営マインドの高さを表している。3章で

触れたように我が国の中小規模所有者による林業経営は

1970年代以降，積極的展開論と消極的展開論に分かれた

が，この統計結果から佐伯地域は積極的展開論に該当する

地域であると言える。では，こうした経営マインドの高さ

の要因はなんであろうか。図7に1962年から2010年までの

佐伯市における椎茸生産量と全国の椎茸輸入量の推移を示

した。これをみると，佐伯市の椎茸生産は多少の変動はあ

るものの. 1984年のピークを迎えるまで，増加傾向であっ

たと言える。 佐伯圏内の椎茸生産について旧市mr村別に生
産量をみたのが図8である。ご覧のように，生産量は旧宇

目町が率先して多く，次いで、旧本匠村と旧弥生町，旧直川

村が続いていた。これらの地域は先ほど述べた 「林業で生

計をたてている農家が多い集落J.の場所と一致している。

つまり，佐伯地域の中小規模所有者は椎茸生産をおこなう
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制 200
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図7 佐伯の椎茸生産量と全国の椎茸輸入量

500.0 

450.0 .清江

.... 

400.0 

350.0 

.米水津

嗣鶴見

300.0 .直川

:3 250.0 圃宇目

200.0 .本匠

150.0 
置弥生

100.0 .上浦
50.0 .佐伯。。
62 64 66 68 70 72 74 76 78 80 82 84 

図8 佐伯市における椎茸生産量

ことによって，経営マインドを低下させることなく林業経

営を存続することができたのである。

4.4 近年における佐伯地域の素材生産量の変化

ここでは佐伯市における近年の素材生産量の推移につい

て，我が国の素材生産量の推移においてどのよ うな位置付

けができるかをみていく。周知の通か戦後の我が国の素

材生産量(国産材の生産量)は1985年がピークであり，そ

の後減少を続けていた。 しかし 2002年，減少傾向にス

トップがかかり，一転して増加傾向に変わった。これは我

が国の林業史上大きな変化であり，遠藤氏は我が国の森

林 ・林業政策が国産材利用に方針転換したことや圏内にお

いて国産材に特化した製材工場の出現を指摘したへ 近年

における全国の素材生産量の推移を地域別で示したものが

図9である。この図から国産材の生産は東北および九州が

主力である こと， 生産量はこの2つの地域で顕著に増加し

ているということが分かる。2011年の実績として，国産材

の素材生産量1，937万 m3のうち，東北は397万 m3 (20%). 

九州が437万 m3 (23%) を生産しており，この2つの地域

で全国の生産量の4割強を占めている。

つぎに，図10に九州内の県別に2000年から2011年までの

素材生産量の推移を示す (ただし，沖縄県は除く )02010 

年における九州の素材生産量412万ばの内訳は，宮崎県
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図9 地域別素材生産量の推移 (2000年~2011 年)
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図10 九州内の県別素材生産量の推移 (2000年~20日年)

4・ー鹿児島

155万 111) (38%). 熊本県90万 111) (22%). 大分県75万 111)

(18%)であり，大分県は宮崎県，熊本県に次ぐ九州内で3

番目の国産材生産県であり，九州内の生産量のl割強を占

めている。九州の素材生産量は2003年に増加に転じたが，

各県におけるターニ ングポイン トは一様ではなく，宮崎

県 ・大分県は2001年，熊本県は2002年，鹿児島県は2003年

と県によって違いがあることがわかる。九州の上位3県(宮

崎・熊本・大分)について生産量の増加率を示したのが図

11である。宮崎県および大分県の素材生産量が増加に転じ

た2001年を基準とした。大分県と宮崎県は2006年までは増

加率がほぼ同等でLあるが.2007年に大分県の増加率が宮崎

県を上回った。2008年にはリーマンショ ックの影響で大分

県が増加率を大きく下げているものの2011年には再び宮崎

県と匹敵する増加率まで回復している。

さらに，大分県内において地域別に2000年から2009年ま

での素材生産量を見てみる(図12)。西部は戦前からの林

業地である日田地域を含み，南部は佐伯市を指している。

ご覧のように，大分県の素材生産は西部が主力で、あること

がわかる。しかし，注目すべきは，南部の近年における飛

躍的な増加である。増加に転じたのは2001年であり，大分

県全体の素材生産量が増加に転じた年と一致する。 2009年
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図11 宮崎 ・熊本・大分における素材生産量ーの増加率の推

移 (2001年を100%とする)
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図12 大分県内の地域別素材生産量の推移

(2000年~2009年)
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図13 大分県内の地域別素材生産量の増加率の推移 (2001

年を100%とする)

実績で大分県の素材生産量73万4千 111)のうち，西部31万2

千 1113 (42%).南部15万8千 111) (22%)である。 2001年時

点の生産量のシェアは西部が49%.南部18%であったた

め，大分県内における主力素材生産地が西部から南部へと

シフトしていることが伺える。図13に大分県の素材生産量

が増加に転じた2001年を基準とした素材生産量の増加率を

示す。やはり，南部の生産量の増加は目紛しいものがあり，

2001年から素材生産を倍増していることがわかる。つま

り，佐伯地域は我が国の素材生産量を増加に転じさせた地

域であると言える。
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5. 佐伯市における経営マインドの現状

5.1 佐伯広域森林組合の組合員アンケー卜の概要と分析

結果

(1)調査の概要

2011年8月から9月にかけて佐伯広域森林組合の組合員に

アンケート調査を行った。アンケートの配布・回収は佐伯

広域森林組合の職員および推進員に依頼し. 8月23日から

配布. 9月10日に回収が行われた。配布数4430部のうち回

収数は1747音1 回答率34.9%であった。組合員の森林経営

の現状を捉えることを目的に，林業収入や過去5年間の伐

採の有無，今後2~3年の問における人工林の取り扱いなど

について尋ねた。ちなみにこのアンケートは他学生との共

同で行われたため，質問は33項目あったが.本研究では研

究目的に沿った項目のみを分析しているlU10

(2)回答者の概要

回答者の年齢，主業，保有森林の現況，家計に占める林

業収入を以下に円グラフで示す。回答者の7割以上が60代

以上である。年金生活者が多い一方で，第一次作業従事者

(農林畜産業)がl割半を占めている。中小規模所有者層が

厚く， 佐伯市の特徴を抽出できている。スギを中心とした

人工林の成熟が確認できるが，現在の林業収入については

「収入なし」が8割を占める結果となった。しかし一方で

は.1割半の回答者は現在でも林業収入を得ていることが

わかる。

(3) アンケート結果の分析

分析方法

アンケート結果から今後の人工林の取り扱いについての

経営マイン ドを分析した。分析方法は.まず，質問項目以

のうち，問251過去5年間の人工林伐採の有無J.問3013 

年以上放置している皆伐跡地の有無」お，問81所有山林の

人工林率J.問121保有山林に占める45年生以上の主伐可

能な人工林の割合」の4項目を使って，回答者の振り分け

を行った。振り分けた回答者のタイプは以下の5つである。

①過去5年間に皆伐をしかっ再造林をした回答者

②過去5年間に皆伐をし，かつ再造林をしていない回答者

③過去5年間に間伐をした回答者

④過去5年間に間伐および皆伐をした回答者

⑤人工林は主伐可能であるが，過去5年間に人工林の伐採

を行っていない回答者

⑥人工林が主伐可能ではない回答者

(注)④の回答者は主伐を行っているものの，今回のアン

~.ì I 質問項目については文末資料 『平成23年度佐伯広域森林組合員昔、
向調査jを参照

J主2 添付資料 「平成23年度佐伯広域森林組合組合民意向調査」を参照
註3

来

%

、
au

，-

九
U

U
川

5

5

N川
流
1
j
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未満，

11.3% 

アンケート結果より作成

図14 回答者の年齢

アンケート結果より作成

図15 回答者の主業

アンケート結果より作成

図16 保有森林面積

ケートでは彼らに再造林の実施 (問 30)について尋ねて

いないため①とは区別した。

次に，これら5つのタイプの回答者のうち，①，②，⑤
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アンケート結畢より作成

図17 保有森林に占めるスギの割合

アンケート結畢より作成

図18 人工林に占める主伐可能な45年生以上のスギやヒノ

キの割合

の回答者をさらに質問項目を使って経営マインドの分析を

行った。各タイプに用いた質問項目を図20に示す。

分析結果

表29に経営マインドの分析結果を示す。経営マインドは

9つのタイプに分類することができた。注目すべき点は以

下の点である。

①総回答者1，747人のうち3割の537人が過去5年間に間伐あ

るいは皆伐を行っている。

②過去5年間に皆伐をした回答者 (267人)の半数が再造林

を実施している。

これらの点を総合して言えることは，佐伯市の森林所有

者は現在 (2010年)においても人工林の伐採ならびに再造

林への意欲が高いということである。

また.以下の点も注目すべきである。

①人工林は主伐可能であるにもかかわらず過去5年間に伐

採を行っていない回答者911人のうち242人は 13年以内

には伐採する予定」と述べている。

5割以上

8.6% 

アンケート結果より作成

図19 家計に占める林業収入の割合(平成22年度実杭)

.I1J1l3 ここ2-3年のうちの人工林伐採の意欲

-問32 再造林放楽地の今後の取り扱い

-附33 今後3年以内にIU]伐および皆伐をしない理由

図20 ① ・② ・⑤の回答者に用いた質問項目

②同様の911人のうち「林業に興味があるが伐採しない」

という回答者が274人いる。

これらのことから.近年.伐採を行っていないという所

有者は経営マインドを低下しているとは必ずしも言えな

い。本研究では彼らの経営マインドについて掘り下げた調

査は行っていないが.潜在的に経営マインドは高いと思わ

れるため.引き続きの調査が必要である。

現段階では.表29の9つのタイプのうち.皆伐をし再造

林をした回答者が最も経営マインドが高いと想定される。

しかし彼らに今後の人工林の取り扱いについて尋ねたと

ころ. 2つのタイプに分かれた(経営マインドのタイプ名

のIとII)。この2つの経営マインドは最初の振り分けで，

①過去5年間に皆伐をしかっ再造林をした回答者に当て

はまる回答者に「ここ 2~3年のうちの人工林伐採の意向」

を尋ねた結果である。質問項目に対する回答項目(選択肢)

と回答数を表30に示す。表30の回答項目「売りたい」およ

び「条件次第でLは売ってもいいJが経営マインドのタイプ

1. r売るつもりはない」がタイプEである。
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表29 経営マインドのタイプ分け結果

過去5年間の
1747人

再造林の
1747人 1747人

人 施業内容 人 に占め 人 に占め 所有者のヲイブ 人 に占め ヲイブ名
施業

る割合
実施

る割合 る割合

再造林を
今後も立木飯売を行いたい 53 3.0唱 I 

しTニ
118 6.8'， 

今後lま伐採するつもりはない 46 2 6~ 宜

皆伐をした 267 15 3、 いずれ植林したい 35 2.0、E 
皆伐または間伐

537 再造林を
128 7 3句 そのまま放置する 43 2.5九 N 

を行った していない

林地ごと売りたい 12 0.7九 V 

間伐をした 177 10. 1.， 
皆伐と間伐の

93 5.3" 両方をした

3年以内に伐採する予定 242 13.9¥ vl 

人工林は主
911 52 1 .. 林業に興味はあるが伐採しない 274 15.7、vn 

皆伐または間伐
1.210 
伐可能である

をしていない
林業に興味がない 56 3.2句 四

人工林は主伐可能ではない 299 17. 1も 区

ーーーーーーーーーーーー・圃ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー圃圃ーーー回目園田園田園園田園回同園園田 -・圃・・圃・圃・・・・・・・ ---_. 
1747人に対する力パー率 60.7句

表30 ここ2-3年のうちに人工林を売る意志の有無(計118人)

売りたい
条件次第では 売るか売らない 売るつもりはな

その他
売ってもいい か迷っている し、

16人 37人 7人 46人 6人

16% 32% 6% 40% 4% 

研

一以
一
物

1;ト
2-3年のうちに

~ 

降33

今後3年間伐緩を行わない理街

間18
/ー~
問35

売ってもいい象件

悶10

林業収入のメド

'--ノ
~ 
間19

後継者の有無

¥ーノ

組合からの玄伐樋案を

受It入れる条件

"--ー/ノ

/ー~

"-ーノ

/'"ーー--....

問19

後継者の有無

¥、一一_./

図21 森林所有者の特性の分析方法
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「その他jのうち4人は「金額次第jと手記で問答

表33 今後3:fr:Jよj、j人Hこ伐採を行わない湾!な11

Ui:)波紋[m答のため，後先}11i[uI:のヨミみをつけた得点表示

(ji:)波数[fjj答のため.j妥グヰ}llii伎のi[(みをつけた符l，(衣示

主伐をし 1可7iiS林をしたにも関わらず.今後の経営マイ

ンドに違いが生じている原国はなんであろうか。この袈j却

を探ることで経営マインドが変化する分岐点を追求できる

と考え.この2つのタイプの問答者Aについて読経IIな分析を

行ったc 分析は凶21に示すようにかれらが表30のIITl答を

したJll!111.および

;項項 i日~l ;をを{使史)用i日?した O その結果をtJ、lごに示すc

タイプ Iが人工林を売りたいJ1I1Etlおよび売る条科:

「売りたい」と答えた16人(表30参!!引に対ーして，人工

林を売りたい理由をiおいたところ. i通常の家計に必要J.

1I臨時的な家計に必姿j等;の家計維持のために人工林を売

却したいという[ITl答が集中した。他のIITl答はいす、れもまば

らであるが. il材産処分J.i森**経営に興味を失ったJと

いう経営マインドの低い問答よりも.家計維持のため

りたいという図答に集iドしたことは特徴的である(表31)0

また， i条件次第で、人工林を売ってもいいjとIITI答した

37人(表30参照)に，その売ってもいい条符:を11れミたとこ

ろ， i皆伐跡地の植林をしてくれるならjの問答が集中し

好造林に対する意欲が高いことが分かった。(表32)0

タイプ立カt人工中本を売らない理由

f売るつもりはないJと答えた何人(表30参照)に対し

て今後3年以内に人工林の伐採(IBJ伐を含む)を行うか(問

33に該当)をiおいたところー会員が「しないJと終え.そ

の現役!として「木材側絡が安いふ「急、な支出に備えるJと

いう IfiI答が築[11した。木村吉lli格の安さがネックとなり， 1え

を狩みとどめているi犬況であるということカ巧上かった

(去33)。

さらに， [flJじ46人に森林組合から i'，伐を提案された誌に

受け入れる条1'1ーをじれ、たところ. i相応の収入が見込めれ

もしてくれればJという問符が多かったc
やはり.木材倣格の安さが原住!で人[林を伐保しても収入

が十分に符られないという しているこ

とが分かる。また， タイプロもタイプIと1，料、おこ. [I};i!よ林

に対するなiiたは ~0:jいことがわかった

タイプ Iとタイプ立の比較

タイプ 1と立 について彼らの特徴を捉えるために，

くかの質問項 !~I (こ対するlilI答をよと絞した。以下に

を述べる。

ま いてであるが.雨タイプとも

が4r~~近くを占めていることがわかる。その一方で，

いつ

るものがタイプIではあ礼タイプ立では2

;!W党られている

保有森;争~Tfi仔j1t を比較するとタイプ l の タイプH

によ七べ20~50ha 未満の中 の割合がおいことがわ
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衣36 保有森林liii稲の比絞

人工林に，Jiめる主伐可能な45年生以Lのスギ・ヒノ
キの割合

かったc 一方で， タイプロは1~5ha 未 ìí~j の小規模!授の割

合が，'，古いことがわかった(表36)σ

人r:林に占める:I':伐可能な45iド生以j二のスギ匝ヒノキの

i!iIl子?をよと絞したところ， タイプ1がタイプ日に:CIミ伐可能な

人工林の割合がおいことが分かったc 今後の経営マインド

を向く維持させている ~I刀と忠われる(表37) 。

次に王子成度実絞の家j汁に占める林業収入の割合を

よと絞したところ， タイプIでは入なしJという 1m答

1) ，家計の1;却UJよu二を林業JI又入がIKめて
いることがわかった(去38)c 

次に.林業収入拡!のメドをどのような法準で設定してい

るかを比較した(表39)。タイプ Iの I毎年必要なぷ

JI<38 家計に占める林業収入の割合(王子成22年度実

表3守 林業収入額、のメドを設定する基準

「その{出jのI}せず干について、 手記で「メドなしJとW!終した(i
はタイプ Iで2人、タイブ立は5人いた

んだけJ，r匁ijo林業の経?宅捜JlJに見合うぶんだけJといっ
た恒常的なメドを立てている殺がi刻， r毎年ではないが必
嬰なときJ，I冠総葬祭などお金が必姿なときjといったi総

11寺的なメ Fを立てている者が6;';Uである。 -]j， タイプ立

の場合，恒常的なメドはl割に満たず，臨時的なメドも3割

強である。 fその他jの内容に閉して， タイプ Iでは「メ

ドがないjという問答者が2人いたのに対しタイプ立で

は5人に及んだ。タイプ Iの方がより明確なメドを立てて

し、るとjよリコれる。

次;ニ.後継者の有無を聞いたところ， タイプ Iとタイプ

立のどちらも「いるjと したのは全体の2割であった。

しかし「まだ決まっていないjという部答がタイプ Iで

はお将に及び，その結染 fいないJという回答者が半数を

切っている。こうした，後継者がいるかもしれない，今後

jたまるかもしれないという期待が今後も立木販売を行い，

を紋~0!cする動機になっているとも考えられる

40)。

次に過去5年間に行った皆伐に叫する貿1ft]項目を比較し

たほ<41)。まず，皆伐jiii積である (5iFlllJに行った総雨積)。

去によると， ijlijタイプとも r5ha 5tと満jの問答が8割を占
めており，およそ 'I~数は lha 未満の小規模な骨伐を実施し

ていることがわかる。去からわかるように，保有ILI林面積

はI:!:'小規模fFjの割合が前九ミため， これらの問答者は保有III

林のごく ~:~I)分の管伐を行っていることがわかる c
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表40 後継者の有無

項目
タイプ 1 (53人) タイプII (46人)

回答数 割合 回答数 割合

いない 23人 4396 27人 5996 

いる 12人 2396 11人 2496 

まだ決まっていない 18人 3496 8人 1796 

表41 過去5年間で、行った皆伐面積

森林面積
タイプ 1 (53人) タイプII (46人)

回答数 割合 回答数 割合

Iha未満 29人 55% 29人 63% 

1-5ha未満 20人 38% 11人 24% 

5-20ha未満 2人 4% 2人 1% 

20-50ha未満 0人 0% l人 2% 

50-100ha未満 0人 0% 0人 0% 

100ha 以上 0人 0% 0人 0% 

不明 2人 4% 3人 7% 

表42過去5年間で、行った皆伐の労働力

森林面積
タイプ 1 (53人) タイプII (46人)

回答数 dロz“リ必に込1 回答数 割合

自家労働力 2人 4% 9人 20% 

自家労働力および
l人 2% 0人 0% 

森林組合に依頼

森林組合に依頼 24人 45% 13人 28% 

森林組合に依頼および
2人 4% l人 2% 

素材生産業者に依頼

素材生産業者に依頼 22人 42% 22人 48% 

知り合いの森林所有
1人 2% 0人 0% 

者に依頼

その他 1人 2% l人 2% 

皆伐の労働力は両タイプとも「森林組合に依頼」あるい

は「素材生産業者に依頼」が圧倒的に多い。しかし 一方

では「自家労働力Jで、行ったとする回答者も見られた。と

くにタイプEでは自家労働力による皆伐が活発に行われた

ようである(表42)。

タイプIおよびタ イプEのまとめ

以上を整理し，タ イプIの特徴とタイプEの特徴をま と

めたものが図22である。

双方に見られる特徴は2点挙げられる。l点目は小面積の

皆伐を行っているということ， 2点目は再造林に対する希

望が強いという ことである。双方とも総回答者から見ると

経営マイン ドが高いのであるが，タイプ Iはより経営マイ

ンドが高いと思われる。その理由として，タイプIでは林

業によって収入を得ている回答者が多く見られ，現在でも

林業収入が家計維持に役立つている ということがある。そ

保有森林面積 中規模

木材価格の安さが伐探意欲を

減退させている

保有森林面積 小規筏

図22 タイプIおよびタイプEの特徴

のため，林業収入をいつ得るかというメド設定も明確で、あ

る。また，タイプ Iの回答者は保有山林面積20-50ha未

満の中規模層が多いことが特徴的である。一方， タイプE

の特徴は林業収入へ依存度が低い可能性がるということ，

今後人工林を伐採しない理由として木材価格の低下が挙げ

られるということ，保有山林而積が1-5ha未満の小規模

層が比較的多いということが挙げられる。この2つのタイ

プの違いは，家族経営的林業が提唱された際の2つの経営

モデルに合致しているのではないかと考えた。つまり， タ

イプIは林主農従型の家族経営的林業モデル，タイプEは

農主林従型の家族経営的林業モデルという ことである。こ

の考察をもとに，タイプIおよびEに当てはまる中小規模

森林所有者を選定し林業収入および今後の人工林の取り

扱い等について面接調査を実施した。

5.2. 中小規模森林所有者による林業経営の戸別事例

(1 )調査の概要

タイプIおよびEに当てはまる中小規模森林所有者を選

定は，大分県庁南部振興局および佐伯広域森林組合の職員

の協力を得た。選定条件は表43に示す。

この条件をもとに選定された森林所有者は計13人であっ

た。かれらに家計に占める林業収入や主伐および間伐の実

施歴，椎茸 ・農畜産物生産の実績等についてお話を伺った

(添付資料を参照)。本稿で紹介するのは， 13名のうち6名

(林主農従4名，農主林従2名)である。

(2)調査結果

本稿で紹介する6名をl名ずつ紹介する。

林主農従型

Aさん (65歳)

Aさんは奥さんとの2人暮らしである。別世帯で建設会

社勤めの息子さんが1人いる。森林面積は30ha。すべて人

工林であり，スギが8割，クヌギが2割を占めている。現在，

椎茸生産と米の生産を行っており，家計収入は，椎茸生産

5割，米生産3割，椎茸以外の林業生産(木材生産) 1割，
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表43 対立百式アンケート対象者の選定条件

その他の自営業でl割を構成している。稲作商績は350a， 

平成23年実績で、14，700kg/.年の米を生産。生産した米は学

校給食へ販売しており，王子成24年12丹時点で， 250袋(1袋

= 30kg = 8，000円， 200万円の売り上げ)を販売した。

者ii茸生産は1968年頃に家族総出で開始し， 1985年頃が生

産のピークであり家計収入の8割を占めるほど収主主性が52i

かった。ピーク時の生夜景は3.0ぜイド，現在は1.1t/年初ーで

ある(うち，ニfし株茸1.0tl年，生i'fU4100kg/年)。ほだ木

の入手先は所有111林と購入で半々である。現在のほだ場の

面積は0.35haである。

における生産活動は， 5~10月に稲作をしながら7，

8Jiごろにliij1えをし 10FJ下旬から4・5FJにかけて椴茸生

産を行っている。

人工休については， 1965~ド ~1975年ごろに A 弐の父母

とともに自家労働力で造林を行い，その後の保育作業(下

メリり等)も iヨ家労働力で、行ったo [lJj伐については，以前，

らしによる間伐材生産を行っていたが，現在は市場で

他の材とJJIY廷を揃えるために行っていない。昨今では王子成

22年に森林組合へ委託して搬出間伐を行った。その際の材

読は1001113，収入は25万持程度であり，家計JI又入には役JL

てていない。 ェ…ンソー， クローラ，

係;主主乾燥機で、ある。

建設会社に勤めている息子さんは，植付け・収穫期の|祭

に補助労働力となっているが，人氏と息子さん以外のご家

族が米および椎茸の生産に携わっている。

Bさん (60足立)

8さんはiゑさんと 8さんの父母の4人暮らしであるO 所

有森林凶積50ha，うち人工林面積は30haであり，スギが6

割，ヒノキ2割，クヌギ2割である。家計収入は農業時止

椛蒋生産9割である。農業収入はおもに架の販売によるも

のであり 2haの架林を所有している。平成23年度の年問

1，500kg /年，年によって豊12{1の差があるものの，

およそ40~100万円/年の収入を得ている。

l'住友生産は Bさんの祖父の代から開始した， 1960年頃

に家族労働力でクヌギの造林をおこなった。 生産量ーのピー

クは1985ir:であり，家計収入の9舗を占めていた。平成12

年から18字日目1]'の町長の提案で樵3宇部地の経営を開始し

後述する C氏ほかl名の計3名で運営している。ほだ場の

商積はO.4hao 平成23年実績でこ「し樵茸 1.0t/ 年，生十fj~茸 100

kg /年である。 lまだ木の入手先は1/3が購入であり， 2/3は

所有山林からである。

人工林に戸ついては自家労働力で植林を行い，保脊作業も

行った実績がある。伺伐は昨今でいえば.王子成23年に自家

労働力によって毅出照伐を行った。出材稜は1001113，90万

円の収入であった。販売先は森林組合の共販である。年に

よって変わるが，家計の0~2割程度を搬出向伐による収入

が占めている。 保有機械はチェーンソー，油圧ショベJv，

運綴王手，経トラック，下刈り機である。

一年限の生産活動は，年間jを過しての自家消費分の野菜

~t 産. 7， 8月に間伐を行い， 9月いっぱいは楽の収穫を行

う。そして，秋~夏始めまで、椎茸生産を行っている。

現在，森林整備センターに勤めている息子さん (33歳)

がl名おり， さんも今後も稔3年生産に携わる意向であ

る。

Cさん (70歳)

Cさんは Cさんと爽さん，恵、子さんl人の3人暮らしで

ある。 所有森林面積50haのうち人工林が251m，うちスギ

が8割， クヌギ2割である。家計収入は木材生産i割， ff主茸

主9~~Uである。農地部積は2a あるが，型J菜は iヨ家消費分

のみの生産である。

はCさんの父の代から開始し， 1984if~ ~ 1985 

年頃が生産哉のピークであった。現在， Bさんと他i名，

言1'3名で椛玄関地を運営しており，推茸団地にほだ場が

O.4a，林rJすにO.lhaある。王子成23年実績で子し椎主主900kg/ 

年，1:推i¥'lOOkg/年を1:ilをしているO ほだ木の入手先は

所有山林から8割，購入が2認である。平成元年~百年頃ま

ではほだ木の植栽もおこなっていた。

人工林については1943年ごろに自家労働力による植栽を

行い，保育作業についても自家労働力でおこなった。間伐

は毎年夏場に自家労働力で行う。 r昨今では平成23年に

130m3を搬出l した(収入は不明)。毎年91~100万円/年の

売上があり，そのうち30%以上が経費として引かれ，収入

としている。保有機械はチェーンソー，油圧ショベル，グ

ラップル， トラックである。搬出向伐材は椎茸原木にする

ほか， トラックで森林組合の共販所へ自家翰j乏し

を削減している。

一年間の生産活動は， 10月 ~4月に椎茸生産， 5月 ~9月

に照伐である。

患、子さんは.被茸生産から間伐および主伐に Cさんと

共に携わっており，今後も推茸生産および木材生産を続け

ていく意向である。

Dさん (57歳)

(注)Dさんは所有山林100haの大規模森林所有者であ

るが，林主農従型であったため，事例として記載する。
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林主12従型所有者の主伐実施授および今後の施業について

入さん 8さん Cさん

i待矧 2010{FIOJJ 合併がij(玉l"ll立17{1二i災) 平成24年8-9JJ

主伐の提案があった (111
}みJlltlの人工林の}災公促進の

~m[ll 恒常的な収入のため 林であったため.合併:とともに主

伐)
ため

f雨続 1-5ha未満 lha未満 O.lha 

労働力 森林組合 森林組合 I~I 家労働力

実施にEEった
条約化を提案された 主伐を提案された 持ミ

3三伐
約b'叉f平Mil

n反光容iあるい II川羽三官1Iii'各 :NOIllN(Iifj
207J1fj 1l07JrLJ (150m') 

はj波売I1又入 J:J)j丸太古lIi裕・ 9100Pl/m')

jl}造林込みのごiミ伐， ;j:Hjf物nご産; 今後も人[林で林政~却の生後を行

W:ili林の玉県EI] 治ILi治水のため いたいと思ったため，治ILI治水の
を行っていきたいため ; 

ため，米"F災施

林産物生践を 恒か常で的もなお収金入に吉正な保れのばたとめ忠， ;1守米jl主
今後も行う理 恒常的収入，臨時的収入 経常的な収入{i{11保のため ったた

Ell め，次1II:1~に残す ?tt磁を作りたい

間:造林後の 保育 I~I 家労働力，森林組合への委託 i !'J家労働力 1'1家労働力

保育作業 i羽伐 森林組合へ姿託i斉み 自家労働力 白衣労働力

意欲 いずれは主伐する いずれ主伐 いず、れ主伐(自家労働力)

収入が必裂になったら。 え入1:1がj乙;必併裂を迎にえなたっら， ，:I".伐!日'];を迎jえたら，
今後の:t伐 I1 たら.

タイミング オ(;H'liIfi絡がJ::.がったら
木材伝IIi'詩が1'.がったら

木材1111I僚があがったら
(13，0001弓1m3)

(12，000F[J 1m') 
(lO，OOol'J 1m3) 

差是44

Dさんはひさんと奥さん，娘さん(学生)の3人暮らし

である。所有森林而翁100haのうち，人工林泌総67haであ

る。自己経営林として使用しているのは30haであり，残

りの約30haは公社との契約を結んで、いるIl!である(残り

の30haは雑木)067haある人工林のうち，スギが9制，

ノキがi割を占めている。ノj、fノr:地を含めた2.4ha(うち.
己所有は80a)の農地で、稲作を行っている。

推芽生産は平成9iドにリタイヤし現在はしていない。

i勾の生産活動は4月-11月末まで稲作・農業. 12H 

-3)=Jいっぱい所有山林での間伐材生産である。 8月には所

有LLi林で下刈り作業をしている。所有LLi林で、の主伐は行わ

ないスタンスである。

Dさん以外の上記の3人について

の人工林の施業に関する意向をiおいた(表44)0

注目して]頁きたいのは.Cさんの経営立欲である。 cさ
んは今後の人工林の施菜Aについて主伐も自家労働力で行い

たいという強い希望を持っている。懸念としては主伐後の

湾造林を行う際の労働力と経費であるということだが， i日

米ることならすべて自家労働力で行いたいということで

あったc この Cさんが今後の主伐のタイミングとして挙

げているlo，OOufl]/rザという金額について， トラックの運

賃代1，500円Irザ， rlfJ;i}j手数料1，500内/ば(ひさんの口頭で

の情報)とすると. 10，000円/ば一 (1，500円1m'+ 1，500 FIJ 1 

m') = 7，000円1m3となり，林業における臼当の最低額と一

致している。

農主林従型

Eさん (57};;'見)

Eさんは εさんと奥さん，会社説bめの息子さん1入，看

護IlHiの娘さんl人の4人暮らしである。 j冴有森林泊1結351m，

人工林而'fl'r25ha，うちスギが81I;0，ヒノキが2訴である。家

計Jlx.入は農業(花弁業)が9.5j1itl，林業0.5割であり，

る。生産している::fO!fはスイートピーとホオズキ

であ札耕地面積はスイートピ-28a，ホオズキ40aであ

る。スイートピーは25FI]1本 ホオズキは300円/本(良

い時は350円/本)であり，平成23年実績でスイートピ-

1600万円/年，ホオズキ900-1，000万11]1年の売上があっ

スイートピ-60万本/年，ホオズキ2万5千品

と
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;j:IU:¥，生産は Eさんの父がおーっており， Eさん自身も 1977

年ごろに椴茸生産を引き裂をいだ。しかし 10iloftlj生産

けたのち， (まだ場にしていた111は徽茸生産に向いていない

とεさんが判断し 1987年ごろに在t茸生産:を辞め， 19ヲ0

3ドから花弁業を開始した。十草生産をしていた当時はほだ

本原木の植栽も行っており， 1981:¥1ミには生産誌のピークを

迎えた。この~niÏ;，家計の7初が役立生産.木材生産がli~lJ.

米の生産が23誌を占めていた。

人工林については， Eさんの父母が2休業を

り. 1975年以降も知り合いの森林所有者への委託によって

槌裁をおこなった。現夜，五さん自身は人工林の手入れ・

伐採に携わっていないが，近隣の2休業従事者が1m伐の委託

としてお
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を要請してきた|祭に依頼している。これは，毎年ではなく

だいたい2-3年おきに話が来たら依頼している。伐出した

材の材積や販売先はその方に一任しており，販売収入もそ

の方がもらっている。Eさんは間伐の実施による補助金の

一部をその方からもらうという約束である。主伐は平成23

年10月に実施した。そのきっかけは近隣の林家の回を人工

林の陰が覆っていたため，その林家から伐採の要請があっ

たからである。森林組合へ委託した為，再造林も行った。

現在の一年間における生産活動は.2-3月にホオズキ生

産が始まり.7月上旬-8月上旬にかけて出荷する。ホオズ

キの出荷が終わったころ9月上旬からスイ ート ピーの生産

が始まり. 11月-4月上旬に出荷する。12月にはホオズキ

生産のための土壌を準備する。したがって，年聞を通じて

花井業に従事しているため所有山林での保育・伐採作業に

携わることは困難である。

Fさん (81歳)

Fさんは Fさんと奥さん，娘夫婦の4人暮らしである。

所有山林は48ha.人工林面積24haであり，そのうちスギ

が6割，ヒノキが4割を占める。家計収入は畜産業5割，木

材生産l割，椎茸生産4割である。Fさんは畜産業に従事し

ており，息子(娘さんの夫)が椎茸生産をしている。Fさ

んと息子さんは世帯分離をしているため，財務手続き上で

はFさんと息子さんは家計が別である。しかし同世帯

で生活しているため，この報告では同世帯とみなして分析

した。Fさんは養鶏を行っており，年間8万羽を生産して

いる(重量でいえば240tl年)。

椎茸生産は Fさんも以前行っていたが. 1975年に養鶏

を開始して椎茸と養鶏の複合経営を営んでいた。その後，

1987年に息子さんが前職を辞め椎茸生産を引き継ぐととも

に，養鶏場の規模を拡大し Fさんは養鶏に特化した。椎

茸生産をしていた当時，生産量のピークは1981年3月ごろ

であり，家計収入の6割ほどを椎茸生産が占めていた。現

在，椎茸生産量は平成23年実績で干し椎茸600kg/年，生

椎茸100kg/年である。

人工林については.1965年-1975年頃に自家労働力で植

栽をしその後の保育も行った。昨今の間伐は平成11年11

月であり，森林組合への委託を行った。主伐は平成6年2月

にFさんの息子さんがIha未満を伐採した。今後の伐採に

ついては，木材価格に関係せず，収入が必要になったら伐

採する程度である。

Fさんの息子さんは椎茸生産を行っているが，孫は山の

所有権を継ぐ意向はなく今後，息子さんの後の椎茸生産を

継ぐ者はいない。

A氏

B氏

C氏

D氏

5月 7月 8月 9月 10月 12月

図23 1年間における生産期間の調整

技術
情働力
強〈結合

図24 1年間における生産期間の調整

5.3 経営形態のまとめ

3月

戸別調査の事例を林業経営の形態別にまとめると表44の

ようになる。まず，林主農従型であるタイプ Iについて，

A氏およびD氏は稲作と椎茸生産および間伐を複合的に

行っている農林複合経営者である。また. B氏およびC

氏は椎茸生産をメインに間伐材生産を行う自伐林家であ

る。彼ら4名は各生産物の生産期間の違いを上手く利用し，

図23に示すように，各自が農産物や椎茸の生産と所有山林

での人工林の作業を並立的に行っている。彼らの林業経営

のイメージを図24に示した。家計を維持する椎茸生産ある

いは農産物生産を行い，それと同時に人工林の間伐あるい

は主伐といった作業を行う。これらは生産技術あるいは労

働力の分配の面において歯車のように噛み合う ことで回り

続けることができている。こうした林業経営の形態が佐伯

地域では存続し続けてきたのである。また，今回の調査で

C氏のように主伐を自家労働力で・行っている林家の存在を
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確認することができた。このことから， 2000年代初頭に降

認された，中小規筏森林所有者ーによる小回積の主伐を会め

は王li::(:Eでも存続していることがわかった。

一方で.j長主林従却であるタイプHであるが. E氏およ

びF氏のように以前は椛芽生産を行い人工林への施業

も行っていたが，役茸輸入の打祭により生産の中止を余議

なくされ，現在は I!~斎産業へ移行していた。彼らは稔茸生

産からリタイヤすることで所有iJl林での作業を行う機会を

失い.結果として経営マインドを低下させている。という

よりは，椎主主役j廷で生計が立てられなくなり，経営マイン

ドは低下し紋茸生産をリタイヤせざるを得なかったとい

うべきであろう o か呼11か"の議論ではないが， どちら

が先かということは明確に区別できることではないだろ

う。また， TE夜業:や年tlllを通じて生産を行う農産物の生長去

を行うことで， さらに所手flLI林へ足をjrなげる機会が減 1). 

経?吉マインドの低下に繋がっている。

6. 総論

6.1. 中小規模森林所有者の経営マインドの変化と現状

if没後における仁1:1小規模森林所有者の経営マインドは.拡

大造林の停滞あるいは衰退と共に低下していく地域がある

一方で，おく維持し続けた地域の2つに分解した。

インドを高く維持しあ2けている地:tIXの1tまミ例として，オミ稿
で取り i二げた佐fl~IJI!!.域が挙げられる。佐伯地域では 1960年

代の拡大造林の実施から. 1970年代.1980年代における保

育・間伐作業. 1990年代・ 2000年当初における主伐の実施

まで，全国を上回る実施率を維持し続けていた。この傾向

は201 oir:1tに入った現在でも，なお維持されており.皆伐
あるいは間伐.I可造林に対する怠欲は非常に高い。しかし

ながら，近年主伐を行った者については今後の伐採に対し

てな欲である者とそうでない者に分かれることがわかっ

?こ C

6.2. 経営形態

佐伯地域では，現在でも続茸生産と間伐材生1家を合わせ

た I~伐林家や農産物余波と友生産あるいは 1m伐材生産を

合わせた農林複合経営といった林業経営形態が存続されて

いる。一方で. 1980:年中縫以降，被支生産からリタイヤし

た所有者も多仁被主主生産に代わるi良蕊産物の生産への移

行がみられた。彼らは1fE茸生産からリタイヤすることで所

有ILi林との関わりが薄まっている。つまり.6.1で述べた

ような今後の経営マインドの差は，十1ft芽生産を行っている

かどうかによって生じている。

6.3. 経営の存続条件

十i主三平生産あるいは農産物生産によって林業務営が存続し

てきた浬出として，それらの生産収入が木材価格の低迷に

よる家計収入への打繁をカパ…できたことが大きい。ま

た，生産期1mの季節'性があることで，枇三平生産を行う{安ら，

所有山林で作業を行う持j間的余裕があるということであ

る。逆に言えば.所有 LLI林は，持t茸~E~あるいは農産物~

ilIIにおける余剰労働力を消費することが可能であり，その

結果として保育・防伐・主伐といった人工林への作業の実

施にEEっている。

6.4. 今後の展望

f=1伐1*家や農林:複合経営者は現在ーでも家言1'(こ占める
収入(特に11主茸生産部門)の割合がiおく，今後も*lt1¥"生途

あるいは木材生産に対する意欲は高い。特に!ヨ伐林家に

ついては自ら主伐を行う所有者の姿を確認することがで

き.2000年代初頭に見られた中小規模森林所有者による主

伐を含めた林業経常'が現在でも存続していることがわかっ

た。これらのことから，戦後の我が出の林業で挫折された

と言われている“家族経営的林業"は校折したわけではな

し佐伯地域のように自伐林家あるいは農林複合経営と

いった形で存在し続けていると言える。さらに言えば，“伐

採→植え支→伐採"という中小規模所有者による持続的人工

林経営(家族経営的林業で想定された姿)が，現在におい

てようやく実現し始め，彼らによる林業経営は今後も存続

していく可能性は大いにあるc

5語辞

本論文の作成にあたり，数多くの混かいご支援をmきま
した。

遠藤Elh:ff~教授には，数々の局fííîにおいて，数えきれない

程のご指導をJ!易りました。筆者が立ち止りそうになった

際.時lこ絞しく. 11寺に熱く. JI寺にj鼠かく見守って頂き，常

に言rIjへ前へと筆者の背中を押して!ごさいました。

枚i刃手li宏初J救援には.本研究に対し多角的な視点からご

指摘をJ!易り，本研究を行いながらもel己の主張に盟主Jtせず

我が国の林業に対し多面的な考えを持つよう指導して下さ

いました。

遠藤教授，枚111助教授には，常に筆者ならびに他学生の

林業に対する幅広い主張を覚大に受け止めて下さり. Ip高広

い議論を行う機会を作って頂きました。

また，本研究の調査にあたり，大分県庁南部振興)誌のや11

烏浩明さん，ならびに佐伯広域森林組合事業部の宮崎宇八

さんには，お忙しい ~I=r. またi浪られたスケジュールのI十人
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調査対象者の選定から調査当日までご同行演き，手厚いご

をl!易りました。

そして，本調査にご協力頂いた佐伯地域の森林所有者の

皆さま，計13名の方々にはき医者の奈らない問いかけに対

し温かな問答を競りました。本研究に限らず，我が閣の

林業会支え続けている皆さまの存在が，様々な議論および

研究の端緒であります。この場をお借りして，皆さまの

日々の精励に深く御礼をけ1しあげま

設後になりますが，本研究に至るまで.数多くの方々の

・ご協力を賜りました。鹿児島大学においては各研

究室の教授ならびに助教授から議版演習;林のi派員等，多

方面の専門分野の方々にご指導を賜りました。また，学外

では数多くの森林組合，

さまにご協力をl!易りました。

本論文はこうし

至りました。

くの方々によって作成を終えるに

皆さまへの感謝の気持ち

です。

を尽くしても足りない桂

混かいご指導・ご協力を頂き，誠にありがとうございま

した。

皆さまへ心より深く御礼申しあげます。

illl土居尚美
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m~後の11よ火iit林地における 11'小規模森林所有者の経科・マインドの変化と現状

本研究は大分県佐伯地域のr:I:1小規筏森林所有者(保有LLJ

林泌主回OhatJ、引を対象に人工林の経営についてアンケ

ト調査を行い li災後から現在に至るまで、の人工林経営に対

する意欲(経営マインド)の変化を整潔した。調査の結果，

現在でも農林複合経営(株主干と米，米と間伐など)や自伐

林家(椎茸とr.JJ伐)といった家族経営的林業が成立してい

ることがわかった。彼らは木材生産と特用材、産物あるいは

農産物生産の双方の生産期I1&Jを調整しながら絞営?を行って

いる。また，自伐林家の中には近年，自家労働力で主伐を

行っている者が見られ.府営による主伐込みの林業経営が

可能で、あるということが示された。
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